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Ⅰ 1 1
妊娠届出時面接相談、
母子健康手帳の発行

母子の健康管理のため、健診や予防接種記
録を含め妊娠・出産・育児に関する記録を
する手帳を交付する。

低出生体重児出生数減少、
妊娠11週以下届出率上昇

妊娠届出時面接相談 235名
母子健康手帳発行　 249名
妊娠11週までの届出数 216名
（86.7％）

妊娠届出時面接相談 227名
母子健康手帳発行　 237名
妊娠11週までの届出数 195名
（82.3％）

B
低出生体重児出生数減少、妊娠
11週以下届出率上昇を目指す。

健康づくり課

Ⅰ 1 2 母親学級
妊娠中の母体管理と栄養管理、胎児の発育
についての学習講座を開催する。

参加者の増加
母親学級参加者　21名
（月1回実施）

母親学級参加者　41名
（月1回実施）

A 参加者の増加を目指す。 健康づくり課

Ⅰ 1 3 新生児・産婦訪問
母子共に子育ての不安定な時期である生後
28日以内の新生児・産婦へ助産師・保健
師が訪問する。

第1子全員
新生児　112名
産婦　　 111名
（うち双胎　1組）

新生児訪問
対象者　254名
訪問者　118名（46.1％）
（うち双胎　1組）

産婦訪問　　117名

A 継続して訪問する。 健康づくり課

Ⅰ 1 4 乳幼児相談
乳幼児期の子育てに関することや食事等の
相談、随時の電話相談、必要に応じた面接
相談を行う。

随時受付 乳幼児相談　7名 乳幼児相談　延26名 A 継続して相談を行う。 健康づくり課

26 21 22 22 22

Ⅰ 2 5 マタニティ講座

1　出産を控えた親が、保育所で実際にお
むつ替え、授乳、離乳食など乳幼児の一日
を保育士と一緒に観察・体験する。
2　お母さん達との交流の場とし、仲間づ
くりを手助けする。
3　栄養士による栄養教室・離乳食の作り
方等を講習する。

継続

富津市保育会が事実上休止状態と
なり、各園により実施。
和光･･･未実施
大貫･･･2回
青堀･･･ベビーフロア18回　59組
(大人59名、子ども69名)、 ベ
ビーマッサージ11回　70組(大人
70名、子ども73名)
富津･･･希望者が見出せなかったた
め、開設できなかった。

富津、大貫･･･未実施
青堀･･･ベビーフロアー25回117
組（大人6名子ども6名）、ベビー
マッサージ7回25組（大人25名子
ども25名）
和光･･･保健師の講座を予定したが
震災のため中止。

A

PR活動等、市としてもサポート
していく。
富津･･･今後再開を目指してい
る。
青堀･･･ベビーフロアやベビー
マッサージ等は、冬になるとイ
ンフルエンザが流行して利用者
がなかったので、全体的に利用
するに当たり安全性を知らせる
とともに対応する方法も知らせ
ていく。
和光･･･希望者があればいつでも
受入れたい。保健師による「乳
児健診の意味」について伝えて
いきたい。
また、保健師との関係性構築も
図る。
大貫･･･親のニーズを踏まえ希望
があれば随時体験できるように
する。

児童家庭課 私立保育園

Ⅰ 3 6 救急急病医療事業
（君津郡市広域市町村圏事務組合）

夜間緊急の場合でも安心して医療が受けら
れるように診療所を開設する。

継続
診察時間午後9時～12時までを受
診しやすいように10月から午後8
時～11時までに変更した。

継続して事業を行った。 B 継続して事業を行う。 健康づくり課

26 21 22 22 22
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Ⅰ 3 7 休日在宅当番医事業
休日及び年末年始における急病患者の在宅
当番医を開設し、広報等で周知する。

継続
当番日数　72日
受診者数　延2,227名

当番日数　71日
受診者数　延2,395名

B 継続して事業を行う。 健康づくり課

Ⅰ 3 8
妊婦・乳児健診費用の
助成

妊娠期（14回分）・乳児期（3～6ヶ月・
9～11ヶ月）の健診費用を助成する。

継続
妊婦健診　延2,787名
乳児健診　延413名

妊婦健診　延2,828名
乳児健診　延374名

B 継続して事業を行う。 健康づくり課

Ⅰ 3 9 かかりつけ医の普及
かかりつけ医の利点がわかる情報を発信す
る。

継続 母子健康手帳等に記載している。 母子健康手帳等に記載している。 B 継続して事業を行う。 健康づくり課

Ⅱ 1 10 2ヶ月児訪問 2ヶ月児全員に保健師が訪問する。 全員
対象者　　240名
訪問名数　181名（75.4％）

対象者　　220名
訪問者数　191名（86.8％）

B 継続して訪問する。 健康づくり課

Ⅱ 1 11
育児教室
（4ヶ月児・7ヶ月児・
10ヶ月児・1歳児）

発達の節目の時期に、成長・発達の経過、
食事、虫歯予防を学ぶ教室を開催する。

各回参加率50％以上

　　　　　参加者　参加率
4ヶ月児　138名　53.7％
7ヶ月児　101名　39.3％
10ヶ月児　90名　32.7％
1歳児  　　99名　35.6％

　　　　　参加者　参加率
4ヶ月児　115名　51.1％
7ヶ月児　104名　44.8％
10ヶ月児　84名　36.5％
1歳児  　　89名　35.5％

B 参加率の向上を目指す。 健康づくり課

Ⅱ 1 12

離乳食教室
（5ヶ月（前期）・8ヶ
月（中期）・11ヶ月
（後期））

月齢にあった食事についての学習と食材の
使い方や作り方等を実習する。

各回参加率30%以上

　　　　参加者　参加率
5ヶ月　 99名　39.0％
8ヶ月　  69名　26.1％
11ヶ月　45名　16.4％

　　　　参加者　参加率
5ヶ月　  80名　35.6％
8ヶ月　  60名　25.9％
11ヶ月　32名　13.9％

B
参加者増加を目指す。
（第1子をもつ親）

健康づくり課

Ⅱ 1 13 乳幼児栄養相談
育児教室（各回）等の事後フォローとして
随時電話や個別相談を実施する。

随時受付 46名 43名 B 継続して事業を行う。 健康づくり課
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Ⅱ 1 14 1歳6ヶ月児健診
計測・診察（内科・歯科）・相談（発達・
栄養）を実施し、子どもの発育・発達を養
育者と確認する。

受診率上昇
対象者　　286名
受診者　　256名（89.5％）

対象者　　269名
受診者　　245名（91.1％）

B
受診者を増やす対策を強化す
る。

健康づくり課

Ⅱ 1 15 3歳児健診

計測・診察（内科・歯科）・検査（尿・視
力・聴力）・相談（発達・栄養）を実施
し、子どもの発育・発達を養育者と確認す
る。

受診率上昇
対象者　　297名
受診者　　258名（86.9％）

対象者　　271名
受診者　　233名（86.0％）

B
受診者を増やす対策を強化す
る。

健康づくり課

Ⅱ 1 16 子ども発達相談
1歳6ヶ月児健診・3歳児健診後に発達相談
を行う。

年12回
年　8回実施
延　17名

年　12回実施
延　18名

A 継続して事業を行う。 健康づくり課

児童家庭課･･･保育所で子どもに食
育に関する紙芝居や保護者に講
話、公民館主催の子育て講座での
講話を行った。
富津･･･保育参観日に親子でカレー

Ⅱ 1 17

食育事業
（児童ふれあい交流促
進事業「親と子の食事
セミナー事業」）

健全な食事環境を通じた家族の団らんの大
切さや食事の楽しさ、子どもの栄養改善、
食を通じた心の健全育成を学ぶため、食事
に関する講習会・実習を行い、親子・親同
士の交流を図る。

継続

和光･･･台所だよりを毎月発行6月
の保育参加月間を通じて、園の食
事体験実習（1回）
大貫･･･親子クッキング教室（参加
者82名）
青堀･･･すくすく料理教室　離乳食
10回　41組(大人41名、子ども
42名)、幼児食12回　140組(大人
140名、子ども180名)
富津･･･保育参加日に親子の食事会
（親子で60名）、夕涼み会（180
名）

富津･･･保育参観日に親子でカレー
を作って食べる（68名）、園の畑
で子ども達と一緒に作った落花
生・さつまいもを使って料理教室
（62名）、ホットプレートを使っ
てのおやつ作り（31名）
青堀･･･すくすくお料理教室　離乳
食3回6組（大人6名子ども6名）
幼児食11回129組（大人129名子
ども158名）
和光･･･保育参加月間中の食事体
験・アンケート実施、月一回アレ
ルギー献立を全員が食する日を設
けた。
大貫･･･親子クッキング教室2回実
施（1回目　子ども18名大人16
名、2回目夕涼み会親子で42名）

A

公立保育所や子育て講座で行っ
ていく。
青堀･･･離乳食教室については、
参加者が少ないため止める方向
である。

児童家庭課 私立保育園

Ⅱ 1 18 予防接種 感染症を予防するため、予防接種を行う。
BCG接種　100％
2歳までの三種混合90％
麻疹,風疹混合95％

BCG接種　98％
2歳までの三種混合70％
麻疹,風疹混合91.5％

BCG接種　94.4％
2歳までの三種混合70％
麻疹,風疹混合82.9％

B
接種率を増やす対策を強化す
る。

健康づくり課
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Ⅱ 1 19
早期療育育児支援のた
めの連携体制の充実

子ども一人ひとりの発達状態に応じて、必
要な育児支援を早期から継続して行えるよ
うに、保健・医療・福祉をはじめ保育所
（園）や幼稚園との連携体制を充実する。

充実
個別支援会議等を通じて、情報の
共有化を図った。

必要に応じて個別支援会議を開催
し、情報共有し、子どもに適切な
支援を図った。

B
引き続き連携を図り、社会福祉
課事業の療育相談へつなげてい
く。

児童家庭課

健康づくり課
社会福祉課
保育所（園）
学校教育課

Ⅱ 2 20 幼児ことばの相談室
少しでも早く、ことばの訓練をすれば改善
が見込まれる就学前の幼児を対象に、通所
で訓練する機会を与える事業を実施する。

継続
7月、12月の2回実施し計6名の相
談を受けた。

7月、12月の2回実施し計7名の相
談を受けた。

B

保育園等への周知を十分に図っ
ていきたい。また、社会福祉課
と協議して、今後の方向性を検
討していきたい。

教育センター 社会福祉課

Ⅱ 2 21 障がい児保育事業
集団での保育可能な障がい児の保育を健常
児と共に実施し、相互の社会性の向上に資
する。

継続
児童実績
公立　1名
私立　2名

公立　1名
私立保育園に対し、補助金により
事業サポートを行った。
私立　和光2名、富津ダウン症1
名・知的障害児1名・多動等2名、
大貫1名

A
全体的に人手不足である。
和光･･･君津特別支援学校高等部
実習生の受入れも行っていく。

児童家庭課

Ⅱ 2 22
保育所への施設支援一
般指導事業

県委託のコーディネーター及び指導員によ
る療育技術指導を行い、障がい児の入所し
ている保育所職員の資質の向上を図る。

継続
特別支援学校教諭による保育所
（園）への巡回指導を実施。

君津特別支援学校コーディネー
ターに依頼し、全保育所（園）へ
の巡回訪問の実施した。

A
巡回訪問を幼稚園へ拡大し、職
員の資質の向上を図る。

児童家庭課

Ⅱ 2 23
幼稚園での障がい児受
け入れ

集団での保育可能な障がい児の保育を健常
児と共に実施し、相互の社会性の向上に資
する。

継続
明澄･･･1名
みなと･･･0名
大佐和･･･0名

明澄幼稚園
1名
大佐和幼稚園
実績0名
みなと幼稚園
受入れは可能だが、実績は0名

B

明澄幼稚園
補助教諭の確保及び人件費等の
課題がある。
大佐和幼稚園
継続して事業を行う。
みなと幼稚園
継続して事業を行う。

私立幼稚園

Ⅱ 2 24 在宅生活支援事業

障害者自立支援法に基づく在宅でのサービ
ス（居宅介護・行動援護・重度訪問介護・
重度障がい者等包括支援）の利用促進を図
る。

在宅介護15人
行動援護5人
重度訪問介護3人
重度包括支援3人

居宅介護　9名
行動援護　1名
重度訪問介護及び重度障害者包括
等支援利用なし

居宅介護　6名
行動援護　1名
重度訪問介護及び重度障害者包括
等支援利用なし

B

平成22年12月に障害者自立支
援法の一部改正があり、発達障
害が正式に障害者の枠組みとな
り今後は、障害児の利用増加が
見込まれる。また、平成25年度
には総合福祉法が施行される予
定でサービス内容の変更が見込
まれる。

社会福祉課

Ⅱ 2 25 日中活動支援事業

障害者自立支援法に基づく日中活動サービ
ス（児童デイサービス・短期入所・療養介
護）、地域生活支援事業に基づく（地域活
動支援センターⅠ型及びⅡ型）重度心身障
がい児通園施設・肢体不自由児通園施設の
利用促進を図り、障がい児の日中における
場を確保する。

児童デイサービス40人
短期入所20人
療養介護1人
地域活動Ⅰ型3人
地域活動Ⅱ型3人
日中一時支援5人

児童デイ　25名
短期入所　9名
療養介護　0名
日中一時支援　13名
地域活動支援センター　0名
通園施設　児童相談所担当
肢体不自由児通園施設　児童相談
所担当

児童デイ　30名
短期入所　7名
療養介護　0名
日中一時支援　12名
地域活動支援センター　0名
通園施設　児童相談所担当
肢体不自由児通園施設　児童相談
所担当

B

平成22年12月に障害者自立支
援法の一部改正があり、発達障
害が正式に障害者の枠組みとな
り今後は、障害児の利用増加が
見込まれる。また、平成25年度
には総合福祉法が施行される予
定でサービス内容の変更が見込
まれる。

社会福祉課

【平成22年度評価】･･･Ａ「内容と規模を拡大」、Ｂ「内容と規模を継続」、Ｃ「一部着手」、Ｄ「未着手」　　　　　　　　　 4/24
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Ⅱ 2 26 施設入所支援事業 障がい児施設の施設入所支援を行う。 継続 児童相談所担当である。 児童相談所担当である。 B
引き続き在宅生活が困難な児童
の施設等への入所支援を行う。

社会福祉課

Ⅱ 2 27 相談支援事業

地域自立支援協議会を設置するとともに、
千葉県指定相談支援事業所への相談業務の
委託、県が設置する中核地域生活支援セン
ター、福祉サポートちばサテライト事業、
身体障がい者・知的障がい者相談員・地域
相談員の配置等障がい児に係る相談事業を
実施する。

自立支援協議会1件
県指定事業2ヶ所
中核地域1ヵ所
福祉サポート48回
知的相談員4人
身体相談員4人
地域相談員13人

相談支援事業委託先
相談支援センター天羽　13名
マーザーハウスケアサービス　4名
中核地域生活支援センターは千葉
県事業
福祉サポートちばは、千葉県社会
福祉事業団事業
身体障害者相談員　4名
知的障害者相談員　4名
地域相談員　13名

相談支援事業委託先
相談支援センター天羽　13名
マザーハウスケアサービス　3名
中核地域生活支援センターは千葉
県事業
福祉サポートちばは、千葉県社会
福祉事業団事業
身体障害者相談員　4名
知的障害者相談員　4名
地域相談員　13名

B
相談支援事業については、「相
談支援センター天羽」への相談
機能の拡大を図る。

社会福祉課

Ⅱ 2 28 社会参加促進事業

障害者自立支援法に基づく補装具支給事
業、地域生活支援事業に基づく日常生活用
具給付等事業、移動支援事業、コミュニ
ケーション事業等を実施し、障がい児の社
会参加の促進を図る。

補装具17件
日常生活用具5件
移動支援7人
コミュニケーション2件

補装具支給　3名　3件
日常生活用具給付　5名　44件
移動支援事業　6名

補装具支給　2名　2件
日常生活用具給付　3名　36件
移動支援事業　7名

B
各制度の周知を図り、継続実施
していく。

社会福祉課

Ⅱ 3 29
富津市子どもセンター
事業

子どもの健全育成のために、子ども達が参
加できる事業・行事・活動等の情報を提供
する。

継続

子ども情報誌「ネットワーク」を
年3回（6,500部／回）発行し、幼
稚園、保育園、小中学校、郵便局
等に配布した。

子ども情報誌「ネットワーク」を
年3回（6,000部／回）発行し、幼
稚園、保育園、小中学校、郵便局
等に配布した。

B
引き続き、子ども達が参加でき
る事業・行事・活動の情報を提
供する。

生涯学習課

Ⅱ 3 30 家庭憲章の普及事業
家庭憲章を推進し、青少年の健全育成を図
る。

普及
青少年相談員・子ども会・生涯学
習推進大会等会議資料に添付し普
及を図った。

青少年相談員・子ども会・生涯学
習推進大会等会議資料に添付し普
及を図った。

B
引き続き、青少年相談員・子ど
も会・生涯学習推進大会等会議
資料に添付し普及を図る。

生涯学習課

Ⅱ 3 31
家庭教育手引きの配布
事業

県発刊の家庭教育の手引き（CD-ROM）
を各小中学校及び関連部署へ配布し、活用
を図る。

継続
家庭教育の手引(CDROM)を各小中
学校及び各公民館、健康づくり課
へ配布し、活用を図った。

県の事業終了により、文部科学省
ＨＰの情報を掲載し、その周知を
図った。

B
引き続き、文部科学省ＨＰを通
じた情報提供の周知を図る。

生涯学習課

Ⅱ 3 32 家庭教育学級

地域における親世代・子世代の交流を含め
た仲間づくりを目指して、親子共同（協
働）学習の形態で開設し、家庭における親
子関係の改善・充実を図る。

継続
小学校5校・中学校1校にて実施。
参加者数延800名

小学校5校・中学校1校にて実施。
参加者数　延584名

B

引き続き、家庭教育学級を実施
するとともに、家庭教育未実施
校に対しての共同講演会を開催
する。（天羽中・佐貫中）

生涯学習課
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Ⅱ 3 33 家庭教育指導員
家庭教育に関する相談や指導のほか、家庭
教育学級の企画運営、内容の指導助言を行
う。

継続

家庭教育指導員1名
家庭教育学級の企画運営や内容に
ついての指導助言、公民館におけ
る子ども向け教室の指導助言を
行った。

家庭教育指導員　1名
家庭教育学級の企画運営や内容に
ついての指導助言、公民館におけ
る子ども向け教室の指導助言を
行った。

B

引き続き、家庭教育指導員1名に
よる家庭教育学級の企画運営や
内容についての指導助言、公民
館における子ども向け教室の指
導助言を行う。

生涯学習課

Ⅱ 3 34 おはなし会
絵本の読み聞かせや手あそびを行い、本に
親しむ機会を作る。

継続 年間12回開催 年間12回開催 B
引き続き、おはなし会を開催す
る。

生涯学習課

Ⅱ 3 35 教育相談事業
いじめ・不登校・引きこもり・家庭内暴
力・発達障がい等の相談活動を行う。

継続 随時受付を行った。 随時受付を行った。 B

相談件数も多くなり、問題も多
岐に及ぶようになった。相談を
担当する所員のスキルアップを
図る。

教育センター

Ⅱ 3 36
幼稚園での障がい児受
け入れ
（Ⅱ-2-23　再掲）

集団での保育可能な障がい児の保育を健常
児と共に実施し、相互の社会性の向上に資
する。

継続
明澄･･･1名
みなと･･･0名
大佐和･･･0名

明澄幼稚園
1名
大佐和幼稚園
実績0名
みなと幼稚園

B

明澄幼稚園
補助教諭の確保及び人件費等の
課題がある。
大佐和幼稚園
継続して事業を行う。

私立幼稚園
（ ）

受入れは可能だが、実績は0名 みなと幼稚園
継続して事業を行う。

Ⅱ 3 37 幼稚園での預かり保育
通常の開園時間を超えて、幼児の受入れを
実施する。

継続

明澄･･･120名
（長期休暇中も実施）
みなと･･･週5日、15時～18時
（休日も希望により実施）
大佐和･･･行った。

明澄幼稚園
預かり保育登録者　131名
1日平均利用25名程度　第1･3土
曜日、長期休業も実施。
大佐和幼稚園
行った。
みなと幼稚園
週5日　15時～18時

B

明澄幼稚園
保育内容の充実、補助教諭の確
保等の課題がある。
大佐和幼稚園
継続して事業を行う。
みなと幼稚園
休日も希望があれば受入れる。

私立幼稚園

Ⅱ 3 38 幼稚園での教育相談
保護者からの育児や教育に関する相談を受
け付ける。

継続

明澄･･･常時受付を行った。
みなと･･･年2回個人面談及び登園
の際の相談受付。
大佐和･･･常時受付を行った。

明澄幼稚園
常時受付けているが、年2回の個人
面談の際に相談を受けることが多
かった。
大佐和幼稚園
常時受付を行った。
みなと幼稚園
年2回　個名面談実施、常時登園時
に相談を受けつけを行った。

B

明澄幼稚園
特定日を設定し、保護者に通知
することが必要と考えている。
大佐和幼稚園
継続して事業を行う。
みなと幼稚園
事業を継続していく。

私立幼稚園

Ⅱ 3 39 幼稚園での地域活動

施設や地域のお年寄りを招待し、劇・季節
行事・手作り玩具制作・伝承遊び等を通じ
た世代間のふれあい活動を行う。
また、未就園幼児や小学生との交流や中高
生の就業体験の受入等、異年齢児交流活動
を行う

継続

明澄･･･中学生の3日間の就業体
験、明澄祭の実施
みなと･･･中高生の就業体験の受入
大佐和･･･未就園幼児や小学生との
交流を行った

明澄幼稚園
中学生の3日間の就業体験、明澄祭
の実施。
大佐和幼稚園
未就園児や小学生との交流。
みなと幼稚園
中高生の就業体験の受入れを行っ
た。

B

明澄幼稚園
小学校と関わりを持つ機会を検
討する。
大佐和幼稚園
継続して事業を行う。
みなと幼稚園
事業を継続していく。

私立幼稚園
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Ⅱ 3 40 幼稚園での子育て支援

就園前の幼児と保護者を対象に、幼児の遊
び場や同じ年齢の子どもを持つ親のつどう
場や相談機会を提供する。また、幼児の一
時預かりも行う。

継続

明澄･･･講演会の実施。
みなと･･･未就園児に園庭開放、月
1回の教室、一時預かりを実施。
大佐和･･･行っている。

明澄幼稚園
年1回子育て支援講演会の実施。
大佐和幼稚園
行った。
みなと幼稚園
未就園児を対象に園庭開放、月一
回の教室、一時預かりを実施し
た。

B

明澄幼稚園
保育所等にチラシの配布をお願
いしたが、あまり集まらなかっ
たため、講師や内容を検討す
る。
大佐和幼稚園
継続して事業を行う。
みなと幼稚園
事業を継続していく。

私立幼稚園

Ⅱ 3 41
各幼稚園での特色ある
事業

幼稚園ごとにそれぞれ特色のある教育を推
進し、幼児の心と身体の成長とともに、親
子のふれあいを支える。

継続

明澄･･･音感教育、漢字教育、英語
教育
みなと･･･英語指導（月2回）、体
育指導（週1回）、絵本の貸出し
大佐和･･･親子のふれあいを大切に
している。

明澄幼稚園
音感教育、漢字教育、英語教育、
園庭の芝生化を実施。
大佐和幼稚園
親子のふれあいを大切にしてい
る。
みなと幼稚園
月2回の英語指導、リトミック、週
一回の体育指導、図書の貸出

B

明澄幼稚園
園庭の芝生化により、園児の身
体能力の向上、精神的な安らぎ
の環境を得る。
大佐和幼稚園
継続して事業を行う。
みなと幼稚園
事業を継続していく。

私立幼稚園

Ⅱ 3 42
保育所（園）・幼稚
園・小学校との連携

定期的に意見交換・情報交換を行い、相互
の連携体制の強化を図る。

実施
特別支援教育推進チーム等を通
じ、連携を図った。

特別支援教育推進会議などを通
し、情報の共有化を図った。

B
引き続き情報交換を活発にし、
連携強化を深める。

児童家庭課
学校教育課
教育センター
私立幼稚園

Ⅱ 3 43
子育てはがき通信ゆ

2歳未満の子を持つ保護者に対し、2歳の
誕生日を迎える月まで、毎月違った内容で

継続

財源の確保が公的に途絶えたた
め、無料配布が困難となった既発 発送料金の有料化に伴い、利用者

B
祖父母から孫へ、友人から友人
へプレゼントとして 広げられ 児童家庭課

広域君津子育て支
Ⅱ 3 43

子育てはがき通信ゆ
めーる事業

誕生日を迎える月まで、毎月違った内容で
1通のはがきを届けて子育てに関しての情
報提供を行う。

継続
め、無料配布が困難となった既発
送分は、寄付金により終了まで無
料配布を継続。

発送料金の有料化に伴い、利用者
が減少傾向にある。

B へプレゼントとして、広げられ
ないか模索中である。

児童家庭課
広域君津子育て支
援連絡協議会

Ⅱ 4 44 認定こども園
幼稚園にて、保育にかける児童の預かり保
育を実施する。

継続

保育機能定員12名（1歳児3名、2
歳児9名）
7月まで2名在籍
一時預かり　年間13名利用

補助金による運営費援助を開始し
た。
みなと幼稚園
2歳児　延32名

A
幼保一体化の推移を踏まえ、補
助金等の支援を行っていく。

児童家庭課

Ⅱ 4 45 通常保育
保護者の就労等により保育に欠ける未就学
期の乳幼児を保育所で保育し、子どもの健
全な育成を図る。

継続 実績　7,227名

延利用者数
公立7園　2,928名
私立4園　4,186名
合計　　  7,114名
（内管外受託者　1,817名）

B
子どもは減少傾向にあるが、就
労している家庭の援助を継続し
ていく。

児童家庭課

Ⅱ 4 46 土曜平常保育
保護者の土曜勤務等による平常保育ニーズ
に対応するため、保育所で実施する。

継続
公立保育所
延1,306名利用

公立保育所
延利用者数　1,109名

B 引続き事業を継続していく。 児童家庭課
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Ⅱ 4 47 延長保育
長時間保育のニーズに対応するため、11
時間の開所時間前後においての時間延長を
行う。

継続
私立保育園　4園実施
平均利用者数　1,141名

私立保育園に対し、補助金により
事業サポートを行った。
私立保育園4園実施
延利用者数　13,593名

B
私立保育園に対し、補助金を通
じ支援を継続していく。

児童家庭課

Ⅱ 4 48 乳児保育事業（0歳児）
産後8週間の産休明けからの保育ニーズに
対応するため、全保育所で実施する。

継続 実績　38名

延利用者数
公立　106名
私立　244名
合計　350名

B 引続き事業を継続していく。 児童家庭課

Ⅱ 4 49 休日・夜間保育事業

保護者の日曜・祝日勤務等による休日保育
ニーズに対応するため、保育所で実施す
る。
また、市民のニーズに応じ、夜間保育も検
討する。

継続及び検討
休日保育事業
私立保育園　3園実施
利用者数　948名

休日保育事業を行っている3園に対
し、補助金による事業サポートを
行った。
私立保育園　3園実施
延利用者数　1,119名

B

休日保育事業について、私立保
育園に対し、補助金を通じ支援
を継続していく。
夜間保育事業については、ニー
ズがあれば検討する。

児童家庭課

Ⅱ 4 50 一時預かり保育事業

保護者の断続的勤務や短時間勤務等に伴う
一時的な保育や、月途中での保育に欠ける
児童の翌月入所までの保育ニーズに対応す
るため、保育所で実施する。

継続
公私立保育所（園）　10園実施
利用者数　1,621名

私立保育園に対し、補助金により
事業サポートを行った。
公立　7園実施　延166名
私立　3園実施　延1,054名
合計 1220名

B
私立保育園に対し、補助金を通
じ支援を継続していく。

児童家庭課

合計　1,220名

Ⅱ 4 51
幼稚園での預かり保育
（Ⅱ-3-37　再掲）

通常の開園時間を超えて、幼児の受入れを
実施する。

継続

明澄･･･120名
（長期休暇中も実施）
みなと･･･週5日、15時～18時
（休日も希望により実施）
大佐和･･･行っている。

明澄幼稚園
預かり保育登録者　131名
1日平均利用25名程度　第1･3土
曜日、長期休業も実施
大佐和幼稚園
行った。
みなと幼稚園
週5日　15時～18時

B

明澄幼稚園
保育内容の充実、補助教諭の確
保等の課題がある。
大佐和幼稚園
継続して事業を行う。
みなと幼稚園
休日も希望があれば受入れる。

私立幼稚園

Ⅱ 4 52
障がい児保育事業
（Ⅱ-2-21　再掲）

集団での保育可能な障がい児の保育を健常
児と共に実施し、相互の社会性の向上に資
する。

継続
児童実績
公立　1名
私立　2名

公立　1名
私立保育園に対し、補助金により
事業サポートを行った。
私立　和光2名、富津ダウン症1
名・知的障害児1名・多動等2名、
大貫1名

A

全体的に人手不足である。
私立保育園について、補助金を
通じ援助を継続していく。
和光･･･君津特別支援学校高等部
実習生の受入れも行っていく。

児童家庭課

Ⅱ 5 53
地域子育て支援セン
ター

子育て家庭への支援活動の企画、調整、実
施を担当する職員を配置し、育児について
の相談指導、子育てサークル支援、特別保
育の積極的な実施、地域の保育資源の情報
提供など、子育て家庭への育児支援活動を
行う。

継続

和光･･･延利用者数子ども2,231名
/大人1,775名/計4,006名
青堀･･･園庭開放632組、青空広場
47組、ワクワクフロアー808組、
体操のお兄さんと遊ぼう115名、
ふれあいルーム10回　116名

運営費補助金によりサポートを
行った。
青堀･･･延利用者数 子ども3,051
名　大人1,743名
計4,794名
和光保育園･･･延利用者数 子ども
1,967名　大人1,596名
計3,563名

B

補助金を通じ、支援を継続して
いく。
また、支援センターについての
PRも行っていく。
和光･･･平成23年度は「発達の
気になる子向け広場」の常時開
設（月1回）、療育訪問利用
青堀･･･今後もニーズを考え、
ニーズに合ったものを提供して
いけるようにする。

児童家庭課

【平成22年度評価】･･･Ａ「内容と規模を拡大」、Ｂ「内容と規模を継続」、Ｃ「一部着手」、Ｄ「未着手」　　　　　　　　　 8/24
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Ⅱ 5 54
なのはな子育て応援事
業

保育所が地域子育て支援センター的な機能
を発揮し、地域の子育て支援活動を行う。

継続
大貫･･･9回実施　148名参加
富津･･･こあらっこルーム20回
　        212名参加

富津･･･こあらっこルーム　20回
182名参加
大貫･･･9回実施　108名参加

B
PR活動等、市としてもサポート
していく。

児童家庭課 私立保育園

Ⅱ 5 55
富津保育園自主事業
「チャイルドケアー
ふっつ」

未就園児の親子を対象に保育園を開放し、
保育園行事への参加等を通して、保育園入
所児童との交流を図る。また、育児相談や
育児講座を開催する。

継続
家庭保育に支障のある子を見つけ
出し、子育ての支援をする。

1　障がいをもつ親援助と子育て支
援
2　父子世帯への援助
3　外国名母親への援助
4　送迎援助
5　育児相談、家庭訪問

A
人手不足であるとのことだが、
PR活動等、市としてもサポート
していく。

児童家庭課 私立保育園

Ⅱ 5 56
大貫保育園自主事業
「子育てサロンこネコ
クラブ」

未就園児との親子を対象に、園児や職員と
一緒に体操やゲームなどを楽しむ。また、
育児に関する電話相談・来園相談・イン
ターネット相談に応じる。

継続
15回実施
参加者延67名

15回実施　参加者　70名 B
PR活動等、市としてもサポート
していく。

児童家庭課 私立保育園

Ⅱ 5 57
子育て支援事業
「おやこ遊遊ひろば」

公民館の一室を開放し、未就園児の親子を
対象に育児不安や孤立感、ストレスを和ら
げ、子育てが楽しいと感じられるような場
を提供すると同時に、子ども同士の発達を
図る

月2回
参加者数延べ800人

参加者
大人　　　　　211名
子ども　　　　231名
ボランティア　136名

参加者
大人　　　　　211名
子ども　　　　231名
ボランティア　136名

B
主任児童委員の相談事業の充実
を図る。

社会福祉協議会

図る。

Ⅱ 5 58
子育て支援事業
「布えほん」貸出

ボランティア布えほんメルヘンにより製作
された布絵本やおもちゃを、市内幼稚園、
保育園及び福祉団体に貸し出す。

継続
布おもちゃ　1,152個
貸出し件数　32件

布おもちゃ　1,201個
貸出し件数　　  31件

B 貸出しの充実を図る。 社会福祉協議会

Ⅱ 5 59 「ピッコロ学級」
幼児の心身の発達や健康・栄養についての
講義、遊びの実習などを通して子育てにつ
いて学び、親子・親同士の交流を図る

継続 8回　230名 9回　369名参加 B 現状維持により継続していく。 中央公民館

Ⅱ 5 60
子育てサポーターの育
成

地域に埋もれている人材を発掘し、地域で
の子育て支援を担う子育てボランティアを
育成する講座を開園し、サポーターを育成
する。

継続 21名登録　94回派遣
登録者21名
保育所の行事等に計77回派遣

B
保育所（園）の需要に応じて、
サポーターを派遣していく。

児童家庭課

広域君津子育て支
援連絡協議会、か
ずさ子育て応援隊
富津市協議会

【平成22年度評価】･･･Ａ「内容と規模を拡大」、Ｂ「内容と規模を継続」、Ｃ「一部着手」、Ｄ「未着手」　　　　　　　　　 9/24
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Ⅱ 5 61
ファミリーサポートセ
ンター

子育て家庭と子育てを支援する市民を会員
として、送迎や放課後の預かりなど相互援
助活動を行う組織の設置に向けて、子育て
サポーターやボランティア団体等と協力し
ながら取り組む。

設置検討 未着手 未着手 D 需要等を確認する必要がある。 児童家庭課

Ⅱ 5 62
保育所地域活動｢世代間
交流事業｣

老人福祉施設への訪問、あるいは施設や地
域のお年寄りを招待し、劇・季節的行事な
ど世代間のふれあい活動を行う。

継続

和光･･･大佐和地区社協行事に参加
じいじいばあばあの出番日とし
て、餅つき、正月飾りの作成、お
祭りの準備をともにする。
大貫･･･2回実施地域のお年寄りに
園児が収穫したぶどうを配り、交
流を図ったマリオネットの発表。
青堀･･･いこいの憩い（7月）、敬
老交流会（9月）、さきぐさ訪問
（12月）
富津･･･和太鼓での施設訪問、こど
もの日集いフェスティバル、ジャ
スコでの発表で多くの名と触れ合
う。

公立･･･敬老の日や行事の日などに
お年寄りを招いたり、老人ホーム
訪問などを行った。
富津･･･和太鼓で施設訪問、子ども
の日の集いフェスティバル、イオ
ンで和太鼓演奏
青堀･･･いこいの里富津訪問、敬老
交流会
和光･･･大佐和地区社協行事に参加
じいじいばあばあの出番日とし
て、餅つき、正月飾りの作成、お
祭りの準備を共に行った。
大貫･･･ふどう配り100名、大佐和
地区社協行事参加（マリオネット
の発表）

B
PR活動等、市としてもサポート
していく。

児童家庭課 私立保育園

Ⅱ 5 63
幼稚園での教育相談
（Ⅱ-3-38　再掲）

保護者からの育児や教育に関する相談を受
け付ける。

継続

明澄･･･常時受付を行った。
みなと･･･年2回個人面談及び登園
の際の相談受付。
大佐和･･･常時受付を行った。

明澄幼稚園
常時受付けているが、年2回の個人
面談の際に相談を受けることが多
い。
大佐和幼稚園
常時受付を行った。
みなと幼稚園

B

明澄幼稚園
特定日を設定し、保護者に通知
することが必要と考えている。
大佐和幼稚園
継続して事業を行う。
みなと幼稚園

私立幼稚園

みなと幼稚園
年2回　個名面談実施、常時登園時
に相談受付を行った。

みなと幼稚園
事業を継続していく。

Ⅱ 5 64
幼稚園での地域活動
（Ⅱ-3-39　再掲）

施設や地域のお年寄りを招待し、劇・季節
行事・手作り玩具制作・伝承遊び等を通じ
た世代間のふれあい活動を行う。
また、未就園幼児や小学生との交流や中高
生の就業体験の受入等、異年齢児交流活動
を行う

継続

明澄･･･中学生の3日間の就業体
験、明澄祭の実施。
みなと･･･中高生の就業体験の受
入。
大佐和･･･未就園幼児や小学生との
交流を行った。

明澄幼稚園
中学生の3日間の就業体験、明澄祭
の実施。
大佐和幼稚園
未就園児や小学生との交流。
みなと幼稚園
中高生の就業体験の受入れを行っ
た。

B

明澄幼稚園
小学校と関わりを持つ機会を検
討する。
大佐和幼稚園
継続して事業を行う。
みなと幼稚園
事業を継続していく。

私立幼稚園

Ⅱ 5 65
幼稚園での子育て支援
（Ⅱ-3-40　再掲）

就園前の幼児と保護者を対象に、幼児の遊
び場や同じ年齢の子どもを持つ親のつどう
場や相談機会を提供する。また、幼児の一
時預かりも行う。

継続

明澄･･･講演会の実施。
みなと･･･未就園児に園庭開放、月
1回の教室、一時預かりを実施。
大佐和･･･行った。

明澄幼稚園
年1回子育て支援講演会の実施。
大佐和幼稚園
行った。
みなと幼稚園
未就園児を対象に園庭開放、月一
回の教室、一時預かりを実施し
た。

B

明澄幼稚園
保育所等にチラシの配布をお願
いしたが、あまり集まらなかっ
たため、講師や内容を検討す
る。
大佐和幼稚園
継続して事業を行う。
みなと幼稚園
事業を継続していく。

私立幼稚園

【平成22年度評価】･･･Ａ「内容と規模を拡大」、Ｂ「内容と規模を継続」、Ｃ「一部着手」、Ｄ「未着手」　　　　　　　　　 10/24



富津市次世代育成支援行動計画平成22年度進捗状況調査結果一覧表

基
本
目
標

主
要
施
策

事
業
番
号

推
進
事
業

事
業
内
容

平
成
 
年
度
目
標

平
成
 
年
度
実
績

平
成
 
年
度
実
績

平
成
 
年
度
評
価

平
成
 
年
度
の
課
題

及
び
今
後
の
方
向
性

担
当
部
署

関
係
機
関

26 21 22 22 22

Ⅱ 5 66 園庭開放
安全性に配慮しながら、保育所（園）や幼
稚園の園庭開放を実施する。

継続

私立保育園
和光･･･子ども78名/大人60名/計
138名
大貫･･･毎週月曜(祝日は除く)実施
青堀･･･198回　632組(大人632
名、子ども787名)
富津･･･親子で保育園内で活動する
ことで、同世代で遊び、色んな環
境に触れることができた
私立幼稚園
明澄･･･毎週日曜日に園舎開放
（マーチングバンド）
みなと･･･8時～10時まで未就園児
に園庭開放
大佐和･･･目標どおり行った。

公立保育所
利用組数　145組
(大人138名子ども150名）
私立保育園
利用組数　707組
（大人707名　子ども717名）
合計　852組
（大人845名　子ども997名）
明澄幼稚園
毎週日曜日に園舎開放（マーチン
グバンド）
大佐和幼稚園
行った。
みなと幼稚園
毎日8時～10時まで未就園児に園
庭開放

B

案内チラシやHPなどで広報を充
実させ、利用者拡大を図ってい
く。
明澄幼稚園
開放時の管理者の問題がある。
大佐和幼稚園
事業を継続して事業を行う。
みなと幼稚園
事業を継続していく。

児童家庭課
私立幼稚園

私立保育園

Ⅱ 5 67 主任児童委員
児童の福祉に関する活動及び児童の福祉に
関する機関と民主児童委員との連絡調整を
行う。

継続

富津・大佐和・天羽地区
各2名ずつ配置し、「おやこ遊遊ひ
ろば」内で子育てなんでも相談を
実施。

富津・大佐和・天羽に各2名
学校訪問　18回
活動啓発活動　11回
（1歳6ヶ月健診時）
研修会参加　5回　延14名参加
定例会議の開催　年4回

B
今後も啓発活動を通し、活動を
周知していく。

社会福祉協議会
児童家庭課

Ⅱ 5 68 おひさま広場事業
主に乳幼児を持つ親子が気軽に集い、温か
い雰囲気の中での交流、育児相談、子育て
情報の提供を行う。

継続

移動型　年4回実施
43組　93名参加
市役所ホールで実施
年4回 57組 116名参加

移動型 保育所実施 4回実施
129組　137名参加
市役所ホール実施 4回実施
79組　84名参加
計 208組 221名

B
HP等で参加を広く募り、参加者
の増加を図る。

児童家庭課

年4回 57組 116名参加
計　208組 221名

Ⅱ 5 69 複合施設の整備
図書館、福祉センターの機能を併せ持つ複
合型施設の整備について検討を進める。

具体化 整備基本計画の完成
建設予定地を含む公共施設利用区
域内の造成設計が完成した。

A
造成設計及び整備基本計画を基
本に、複合型施設の整備につい
て検討を進める。

複合施設整備室

Ⅱ 5 70 移動図書館

移動図書館車両を更新したことによる積載
蔵書冊数の増加等、図書貸し出しサービス
の充実を図り、もって市民の生涯にわたる
学習の向上を図る。

継続 16か所を月1回または2回巡回 16か所を月2回巡回 B
引き続き、移動図書館車による
図書貸出サービスの充実を図
る。

生涯学習課

Ⅱ 6 71 家庭相談員
児童育成の基盤である家庭における人間関
係の健全化及び児童の適正な養育等、家庭
児童福祉に関する相談指導の充実を図る。

継続
週2回相談員を配置している。
相談件数　252件

相談員が週2回出勤し、児童虐待相
談や家庭相談に対応している。
相談件数　233件

B
児童虐待件数の増加により、勤
務日数等検討していく必要があ
る。

児童家庭課

【平成22年度評価】･･･Ａ「内容と規模を拡大」、Ｂ「内容と規模を継続」、Ｃ「一部着手」、Ｄ「未着手」　　　　　　　　　 11/24
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Ⅱ 6 72
富津市要保護児童対策
地域協議会

地域において児童と接する機会のある関係
機関及び団体等と連携を図り、総合的視点
から早期に児童虐待の予防・防止活動を展
開する。

継続 平成22年2月設置
代表者会議　1回
実務者会議　6回
個別支援会議　5回

B
各機関との連携の窓口として、
今後も連携を図っていく。

児童家庭課

Ⅱ 7 73
妊婦・乳児健診費用の
助成
（Ⅰ-3-8　再掲）

妊娠期（14回分）・乳児期（3～6ヶ月・
9～11ヶ月）の健診費用を助成する。

継続
妊婦健診　延2787名
乳児健診　延413名

妊婦健診　延2,828名
乳児健診　延374名

B 継続して事業を行う。 健康づくり課

Ⅱ 7 74
児童手当
（子ども手当）

子どもを養育している保護者の生活安定と
子どもの健全育成を目的に、小学校（子ど
も手当は中学校）修了前まで支給する。

拡大
児童手当
児童数　　3,705名
受給者数　2,362名

児童手当
児童数　4,927名
こども手当
児童数4,932名の保護者3,008名
に支給した。

B 国の制度変更に対応していく。 児童家庭課

Ⅱ 7 75
乳幼児医療
（子ども医療費助成）

小学校就学前の乳幼児が入院や通院した場
合、保護者へ医療費の自己負担金を助成す
る。

拡大
乳幼児医療
受給者数　2,061名

乳幼児医療費　2,209名
延件数　　 　27,127件
こども医療費　2,281名
延件数　　　　8,079件
平成22年度から子ども医療費制度
とし、4月から小学6年生まで拡大
し 乳幼児受給券の範囲を12月か

A
平成23年度から子ども医療費対
象者を中学3年生まで拡大してい
く。

児童家庭課

し、乳幼児受給券の範囲を12月か
ら就学前から小学3年生まで拡大し
た。

Ⅱ 7 76 各種手当給付事業
特別児童扶養手当・障がい児福祉手当・難
病患者見舞金を20歳未満の重度の障がい
児や難病患者に給付する。

継続
特別児童扶養手当　76名
障害児福祉手当　14名
難病患者見舞金　28名

特別児童扶養手当　75名
障害児福祉手当　26名
難病患者見舞金　29名

B
各制度の周知を図り、継続して
実施していく。

社会福祉課

Ⅱ 7 77 各種医療費等助成事業

障がいのある児童に対し、自立支援医療
（育成医療・精神通院医療）、重度心身障
害者医療費助成、精神障害者医療費助成、
難病患者の医療費助成、小児慢性疾患等低
疾患の医療費助成を行う。

継続

育成医療　保健所担当
精神通院医療　15名
重度医療　34名
精神医療　9名
難病医療　保健所担当
小児医療　保健所担当

育成医療　保健所担当
精神通院医療　7名
重度医療　31名
精神医療　10名
難病医療　保健所担当
小児医療　保健所担当

B
各制度の周知を図り、継続して
実施していく。

社会福祉課

Ⅱ 7 78 各種割引制度
障がいの程度によって公共料金や交通機関
料金等の割引を実施する。

継続
手帳取得者等に関して割引制度の
周知を図り、割引を実施した。

手帳取得者等に関して割引制度の
周知を図り、割引を実施した。

B
各制度の周知を図り、継続して
実施していく。

社会福祉課
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Ⅱ 7 79
小児慢性特定疾患治療
研究事業

児童の慢性疾患は長期にわたるため、その
治療費の自己負担を公費で負担する。

継続 受給者数　36名 受給者数　38名 B 継続して事業を行う。
君津健康福祉
センター

Ⅱ 7 80 児童扶養手当
父又は母と生計を同じくしていない18歳
の年度末までの児童を持つ父、母又は養育
している方に支給する。

拡大
対象児童数　505名
受給者数　　369名

対象児童数　404名
受給者数　　304名
（内　父子5名）

A
広報などにより利用の促進を図
る。

児童家庭課

Ⅱ 7 81
ひとり親家庭等医療費
の助成

ひとり親家庭に対して医療費の一部を助成
する。

継続 受給者数　195名 受給者数　379名 A
広報などにより利用の促進を図
る。

児童家庭課

Ⅱ 7 82
母子・寡婦福祉資金貸
付

母子家庭・寡婦の福祉向上のための資金を
貸付ける。

継続

児童家庭課
相談件数　9件
貸付件数　3件
君津健康福祉センター
就学支度資金
1件　170,000円
資

児童家庭課
相談件数　5件
貸付件数　1件
君津健康福祉センター
修学資金
2件　1,632,000円
学 資

B
母子自立支援員を配置し、適切
な助言等を行い、事業を継続し
ていく。

君津健康福祉
センター
児童家庭課

生活資金
1件　309,000円

就学支度資金
1件　370,000円

Ⅱ 7 83 遺族基礎年金
年金の保険料を納めている時に本人が死亡
し、扶養されていた妻に18歳未満の子が
いた場合に、遺族年金を支給する。

継続 0名 新規申請　1名 B 継続して事業を行う。 市民課 木更津年金事務所

Ⅱ 7 84 交通遺児等手当
中学生以下の交通遺児に対して手当を支給
する。

継続 受給者無し 受給者無し B
年1回の調査を実施しているが、
今後情報収集に努めたい。

市民課

Ⅱ 7 85
私立幼稚園就園奨励費
の助成

保護者に対し、保育料等の助成を行う。 継続 助成者数　340名
助成者数　351名
助成総額　30,578,200円

B

国庫補助率の減少や近年の低所
得世帯の増加により、市の支出
負担割合がより一層多くなるこ
とが見込まれるが、保護者負担
の軽減を図るため、引き続き助
成を行っていく。

学校教育課
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Ⅱ 7 86 保育料3子目無料化
3人の子が保育所（園）へ入所している場
合、3人目の子に対しては保育料を無料と
する。

継続 該当者　20名 該当者　20名 B
制度の周知を図り、事業を継続
していく。

児童家庭課

Ⅲ 1 87
外国語指導助手
（ALT）

小中学生が「生きた英語」を学習すること
により、異文化理解や国際理解教育を推進
する。

指導助手4人へ拡大
3名のＡＬＴ（小学校1名・中学校
2名）配置英語科授業・外国語活動
において各校で有効活動した。

3名のＡＬＴ（小学校1名・中学校
2名）配置英語科授業・外国語活動
において各校で有効活動した。

B

小学校においては、市雇用の英
語指導員を配置したことによ
り、ネイティブスピーカーとし
て活用。中学校においては、英
語科授業での更なる有効活用を
図る。

教育センター

Ⅲ 1 88 道徳教育

心に響く道徳教育推進のため、「体験活動
の充実」・「心のノートの活用」・「学
校・家庭・地域との連携」などに取り組
む。

継続
体験活動の充実や小中連携教育を
柱とした地域との連携教育など各
校で充実した取り組みを行った。

体験活動の充実や小中連携教育を
柱とした地域との連携教育など各
校で充実した取り組みを行った。

B
小中連携教育の柱として取り組
む中学校区もあり、今後も各校
で充実した取り組みを図る。

教育センター

富津市国際交流協会が行う国際社会や多文

平成21年度は青少年海外派遣事業
の実施年ではなかったため、地域
に暮らす外国名との交流機会の創
出事業等に対して助成を行った。

青少年海外派遣事業を実施（団員4
名・引率1名）し、青少年の国際理
解の一助となった。地域に暮らす
外国名との交流機会の創出事業等
に対して助成を行った

イベント参加者が年々増加する
一方で、事業の想定対象であ
り、今後の担い手である青少年
層の参加が全くない。このた

Ⅲ 1 89 国際交流協会補助事業
富津市国際交流協会が行う国際社会や多文
化共生への理解を深めるための活動に対し
助成する。

継続

出事業等に対して助成を行った。
世界のお菓子をつくる会（参加名
数21名うち子ども3名）
交流ボーリング大会（参加名数50
名うち子ども1名）
ニューイヤーフェスタ（参加名数
約70名うち子ども15名）

に対して助成を行った。
世界の料理をつくる会・ふれあい
ハイキング・ニューイヤーフェス
タの開催、さらに協会活動を広く
知らしめることで、より多くの青
少年の交流機会を創出するため会
報を2回発行した。

A

層の参加が全くない。このた
め、休眠会員の掘り起こし、学
生会員の活用が喫緊の課題と
なっている。
協会活動の周知をさらに重ね
る。

企画政策課

Ⅲ 1 90 教育センター
教職員の指導力向上への研修活動ととも
に、教育相談を実施する。

継続

夏季休業中を中心に教育相談研修
会を6講座開設し、教育相談活動に
携わる教職員の資質向上を図っ
た。

夏季休業中を中心に教育相談研修
会を6講座開設し、教育相談活動に
携わる教職員の資質向上を図っ
た。

B

夏季休業中を中心に教職員の指
導力向上のための研修会を7講座
開設。また、教育相談研修会を6
講座開設し、教育相談活動の資
質向上を図る。

教育センター

Ⅲ 1 91 情報教育
コンピュータ室等の整備・充実を図る。情
報活用能力の育成を図る。

継続

学校情報通信技術環境整備事業に
より、校内LAN、電子黒板、教育
用ノートPC（各校1台）、校務用
PC（97台）整備することが出来
た。

ＩＣＴを活用した情報教育の充実
を図った。職員向けの研修もより
実践的なものを中心に行った。

B

ＩＣＴを活用した情報教育の実
践が多くの学校、教員により行
われている。今後は、研修会等
を通して、教員スキルアップを
図る。

教育センター

Ⅲ 1 92 小中連携教育推進事業
市内全中学校区を研究指定し、ふるさと富
津を担う児童・生徒を育成する。

充実
研究のノウハウを生かし各中学校
区で特色ある教育課程の展開を
図った。

研究のノウハウを生かし各中学校
区で特色ある教育課程の展開を
図った。

B

各中学校区の特性を踏まえた小
中連携の取り組みが行われてい
る。平成23年度は、富津市小中
連携教育のまとめの一年とし
て、各中学校での実践の推進を
図る。

教育センター
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Ⅲ 1 93 福祉教育
関係機関と連携し、自他の生命の尊重や思
いやる心の育成を図る。

充実 教育を実施している。

平成22年度、天羽東中・環小・関
豊小が千葉県健康福祉部から福祉
教育推進校に指定され、福祉教育
の推進に努めた。

B
福祉教育推進指定校の実践を他
校の取り組みのモデルとなるよ
うに情報提供に努める。

教育センター

Ⅲ 1 94 福祉教育推進校

市内全小中学校の児童・生徒を対象に、社
会福祉への理解と関心を深め、ふれあいと
支え合いによる地域連帯の心を育成するた
めに各種交流事業等への取り組みに助成す
るほか、福祉体験学習への講師を派遣す
る。

継続
市内17校に福祉助成金（20,000
円）を交付
2校に体験学習の講師派遣

3校に体験学習講師派遣 B 継続して事業を行う。 社会福祉協議会

Ⅲ 1 95 教科指導員
教職員の指導力向上を図り、よりわかる授
業を推進する。

継続
48件の要請があり、校内授業研究
会の指導・助言や指導案検討、児
童生徒の指導を行った。

93件の要請があり、校内研修・校
内授業研究会の指導・助言や指導
案検討、児童生徒の指導を行っ
た。

A

食育指導と保健指導との内容の
精査が必要である。各学校から
の指導主事・教科指導員・食育
指導員の要請も増加しており、
継続及び充実を図る。

教育センター

Ⅲ 1 96
小中学校校舎等施設耐
震化整備事業

市内小中学校17校61棟の内、新耐震基準
を満たさない昭和56年以前に建築された
42棟に対して耐震診断を行い、耐震性が
ないと診断された建物について補強工事を
実施する

事業終了
耐震診断　12校24棟
補強設計　　4校　6棟
補強工事　　3校　4棟

補強設計　　5校　7棟
補強工事　　4校　6棟

A

国の平成22年度経済危機対応・
地域活性化事業を活用し前倒し
で実施、工事終了目標を26年度
から25年度に変更した。

庶務課

実施する。

Ⅲ 2 97
小学校体育科・中学校
保健体育科における健
康教育の実践

小中学校を通じて、子ども達の発達段階を
踏まえて、自らの健康を適切に管理し改善
する資質や能力を育成する。

継続
保健学習において、児童生徒にお
ける健康の保持増進のための実践
的学力の育成に努めた。

保健学習において、児童生徒にお
ける健康の保持増進のための実践
的学習の育成に努めた。また、全
小中学校において、保健領域の学
習の中で年間計画に基づき実施し
た。

B

小学校体育科、中学校保健体育
科の連携が図れており、今後も
児童生徒への健康教育の充実を
図る。

教育センター
学校教育課

Ⅲ 2 98
「薬物乱用防止教室」
の実践

学校行事等で「薬物乱用防止教室」を開催
し、警察等の協力を得て基本的な知識を習
得する。また、保健体育科で指導計画に基
づく学習を養護教諭と共に進める。

継続

全小中学校において、警察・ライ
オンズクラブ、薬剤師等の協力を
得、年間計画に基づき学級担任・
養護教諭によって実施した。

全小中学校において、警察・ライ
オンズクラブ、薬剤師等の協力を
得、年間計画に基づき学級担任・
養護教諭によって実施した。

B
警察・ライオンズクラブ・薬剤
師等との連携を図りながら充実
を図る。

教育センター

Ⅲ 2 99 学校保健委員会
児童生徒の健康づくりを推進する組織とし
て、学校での健康に関する問題を研究・協
議する。

継続

全小中学校に設置学校医の指導助
言等に基づき年間1回から3回の会
議を開き、児童生徒の健康教育推
進について具体的な方策を協議し
た。

全小中学校に設置。学校医・学校
歯科医・学校薬剤師の指導助言に
基づき年間1回から3回の会議を開
き、児童生徒の健康教育推進につ
いて具体的方策を協議した。ま
た、中学校区内の小・中が連携し
て合同保健委員会を開催した。

B
各学校、地域の実態に合った形
態での実施を検討する必要があ
る。

教育センター
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Ⅲ 2 100 食育の実践

次世代を担う小・中学生に正しい知識と望
ましい食習慣を身につけることができるよ
うに、体験学習や学校栄養職員とのチーム
ティーチングによる食育を各学校と情報交
換しながら進める。

継続
21年度、37件の食育指導員の派
遣要請があり、児童・生徒、保護
者へ食育の推進を図った。

平成22年度、42件の食育指導員
の派遣要請があり、児童・生徒、
保護者へ食育の推進を図った。

B
食育指導員が牽引役となり、各
校において食育の実践が行って
いく。

教育センター

Ⅲ 3 101
特別支援教育連携協議
会運営事業

LD（学習障がい）、ADHD（注意欠陥/多
動性障がい）、高機能自閉症を含め、障が
いのある児童生徒一人ひとりに適切な教育
と指導を行う体制を整える。

継続
2回実施市内の特別支援教育につい
て成果や課題等を協議した。

3回実施市内の特別支援教育につい
て成果や課題等を協議した。

B

様々な立場や専門的見地から特
別支援教育に対する助言・指導
を受けることができ、今後も充
実を図る。

教育センター

Ⅲ 3 102 スクールカウンセラー
いじめや不登校等、児童生徒、保護者の相
談に応じるため、スクールカウンセラーを
配置する。

継続
市内5中学校に各1名配置延相談件
数1221件、1503名の相談、カウ
ンセリングを行った。

市内5中学校に各1名配置延相談件
数2,033件、延1,670名の相談、
カウンセリングを行った。

B

相談件数も増加傾向にある。小
学校へのスクールカウンセラー
派遣のケースも増えてきてい
る。

教育センター

Ⅲ 3 103
不登校児童生徒の適応
指導

指導員2名により適応指導教室を実施す
る。同時に学校･適応指導教室・関係諸機
関とのネットワークにより、不登校児童生
徒への総合的な対策を行う。

継続

在籍児童生徒は6名　年間登室日数
延354日
中3は登校できるようになり、高校
進学もした。

在籍児童生徒は4名、年間通級日数
は延231日。全員が学校復帰や高
等学校等への進学を果たした。

B

不登校や引きこもりがちな児
童・生徒の保護者が、市適応指
導教室の存在を知らなかったと
いう、事例もあり今後は保護者
への啓蒙活動も可能な限り行っ

教育センター

ていく。

Ⅲ 3 104
問題を抱える子ども等
の自立支援事業

自立支援指導員4名を小中学校に配置し、
不登校児童生徒やいじめ・児童虐待等の問
題行動の未然防止や早期発見・早期対応を
行う。

実施
臨床心理士を1名雇用し、小学校へ
派遣した延215件の相談、カウン
セリングを実施。

自立支援指導員を市内7小中学校に
配置。問題を抱える児童生徒の自
立を支援した。年間6回の情報交換
会議を行い、適応指導教室や他機
関との連携を図った。

B

自立支援指導員4名の活動が中心
となるが、状況に応じた活用が
図れるように、活動の充実を図
る。

教育センター

Ⅲ 3 105 はまかぜ教育相談
専門医による教育相談を実施し、児童の悩
み・不安・問題行動について専門的な立場
からカウンセリングを行う。

継続
6回実施。10名の教育相談を行っ
た。

10回実施。19名の教育相談を
行った。

B

教育現場でのニーズは高い。専
門機関や医療機関へのスムーズ
な連携を図るためにも重要であ
る。活動の充実を図る。

教育センター

Ⅲ 3 106
早期療育育児支援のた
めの連携体制の充実
（Ⅱ-1-19　再掲）

子ども一人ひとりの発達状態に応じて、必
要な育児支援を早期から継続して行えるよ
うに、保健・医療・福祉をはじめ保育所
（園）や幼稚園との連携体制を充実する。

充実
個別支援会議等を通じて、情報の
共有化を図った。

必要に応じて個別支援会議を開
催。情報共有し、子どもに適切な
支援を図った。

B
引き続き連携を図り、社会福祉
課事業の療育相談へつなげてい
く。

児童家庭課

健康づくり課
社会福祉課
保育所（園）
学校教育課
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Ⅲ 4 107
「まちの先生制度」の
活用

幼児、小中学生に対して優れた技能や知識
を持った地域の人材を活用した教育を推進
する。

継続

「まちの先生」登録者数は110名
で、利用件数は4件であったうち1
件は小学校で、残り3件は中学校の
利用であった。

「まちの先生」登録者数は107名
で、利用件数は41件であった。

B
引き続き、「まちの先生」の活
用を推進する。

生涯学習課

Ⅲ 4 108 学校評議員制度
学校・家庭・地域と連携協力した学校づく
りを推進するため、学校評議員制度を活用
し、地域に根ざした学校教育を推進する。

継続

全小中学校で3～5名の学校評議員
を委嘱年3回から4回の授業・行事
等の参観や会議を開き、学校運営
に関し各学校の成果や課題につい
て意見を述べる機会を持った。ま
た、学校評議員を対象にした研修
会を実施した。

17小中学校で、81名の方々に学
校評議員を依嘱し、3回程度の会議
を開催し、今後の学校運営のあり
方の意見交換を行った。

B

今年度、小中連携教育全体会へ
出席し、連携教教育への理解を
深めていただき、意見をいただ
く予定である。学校運営、教育
活動のあり方の参考にし、各学
校の会議内容等について、全校
で共有できるようにし、開かれ
た学校づくりに努める。

学校教育課

Ⅲ 4 109 学校施設の有効利用
学校施設の地域開放に向けて、各学校で必
要に応じて関係機関と相互調整し有効利用
を図る。

充実

学校教育課
各学校が必要に応じて関係機関と
調整し、有効利用が図られた。
庶務課
飯野小学校・大貫小学校・竹岡小
学校
各学校の普通教室1部屋学童保育と
して使用している。

学校教育課
各学校が必要に応じて関係機関と
調整し、有効利用が図られた。
庶務課
飯野小学校・大貫小学校・竹岡小
学校・佐貫小学校
各学校の普通教室1部屋学童保育と
して使用している。

A

学校教育課
地域のニーズに教育活動に支障
のない範囲で応えたい。
庶務課
各学校と調整し、余裕教室があ
る場合は、有効利用出来るよう
に検討する。

学校教育課

学校 家庭 地域の連携体制をより強める

常任委員会3回
広報研修会1回
バレ ボ ル大会1回

常任委員会　3回
広報研修会　1回
バレ ボ ル大会 1回

引き続き、ＰＴＡ連絡協議会を
通じた学校 家庭 地域の連携

Ⅲ 4 110 PTA連絡協議会
学校・家庭・地域の連携体制をより強める
ため、その活動に対し補助金を交付する。

継続
バレーボール大会1回
視察研修1回
学校・家庭・地域の連携体制を
図った

バレーボール大会 1回
視察研修　1回
学校・家庭・地域の連携体制を
図った。

B
通じた学校・家庭・地域の連携
体制を図るための活動に対して
補助金を交付する。

生涯学習課

Ⅲ 4 111
青少年赤十字事業
（ジュニア・レッド・
クロス　JRC）

青少年の健全な育成を図るため、教員等を
指導者として実施する各種の地域交流事業
等に助成する。

継続 実績無し
青少年赤十字事業活動助成金を交
付し、活動の推進を図った。

A
各制度の周知を図り、継続して
実施していく。

社会福祉課

Ⅲ 5 112
放課後児童健全育成事
業（学童保育所）

保護者が昼間、家庭にいない小学校に就学
している児童に対し、授業の終了後に適切
な遊び及び生活の場を与えて、その健全な
育成を図る。また、利用希望者の受け入れ
態勢の充実を図る。

拡大
5団体（内補助団体4団体）
1,224名

6団体（内補助金交付団体5団体）
延利用児童数　1,437名

A
補助金交付を通し、学童保育ク
ラブの支援を継続していくま
た、新設を進めていく。

児童家庭課

Ⅲ 5 113 こどもチャレンジ教室
宿泊体験や他の体験活動を通して自主性、
創造性、社会性を育てる。

継続

中央公民館
3回　92名
市民会館
4回　28名

中央公民館
4回　119名参加
市民会館
5回　16名参加

A

中央公民館
現状維持により継続していく。
市民会館
市内小学校へのPRが不足してい
た傾向にあったため、参加人数
が少数となった。
今後の対策として、小学校へ具
体的な内容のチラシを配布して
参加人数の増加を図る。

中央公民館
市民会館
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Ⅲ 5 114 都市公園整備 都市公園の整備及び施設の改修を行う。 継続
市民ふれあい公園の総合案内板の
改修及び大堀第3号公園に水飲み台
を設置した。

実績無し D
予算を確保し事業の促進を図
る。

街づくり課

Ⅲ 5 115
児童遊園及び子どもの
遊び場の整備

遊具の整備を進める。 継続 遊具の新設を10ヵ所行った。
修繕　4箇所　9基
撤去　3箇所　3基
更新　4箇所　7基

B
子どもが安全に遊べるように、
定期的に見回り事故等無いよう
管理、設置していく。

児童家庭課

Ⅳ 1 116
ふれあいスポーツフェ
スタ事業

市民の健康づくり、体力づくり及び親睦、
交流を目的に、子どもから高齢者まで参加
できるスポーツイベントを実施する。

継続

実行委員会方式により、競技内容
を検討・実施した。
参加者数　4,143名

実行委員会方式により、競技内容
を検討・実施した。
参加者数　2,776名

B

ふれあいスポーツフェスタとし
て10年が経過し、競技等がマン
ネリ化してきた。
今後は、競技等を含めたイベン
ト内容全般の再検討が必要であ
る。

体育振興課
スポーツフェスタ
実行委員会

Ⅳ 1 117 青少年問題協議会 青少年に関する施策の連絡調整を行う。 継続

年1回（7月1日）開催
少年非行と不登校対策について実
態把握した各団体の取り組み状況
の連絡調整を図った。

年1回（7月7日）開催
少年非行と不登校対策について実
態把握した各団体の取り組み状況
の連絡調整を図った。

B
引き続き、青少年に関する施策
の連絡調整のための青少年問題
協議会を開催する。

生涯学習課

Ⅳ 1 118
青少年相談員活動/青少
年相談員連絡協議会

愛のパトロールや青少年のつどい大会を通
して、地域活動等を担う青少年相談員相互
の情報交換を行い、青少年の健全育成を図
る。

継続

青少年相談員数71名
事業参加者数2,423名
インフルエンザ感染拡大防止のた
め中止とした事業があったことか
ら、例年より参加者が減った。

青少年相談員数　67名
事業参加者　2,077名
青少年相談員の委嘱に際し、学校
の統廃合及び児童生徒の減少を勘
案し4名減となったが、青少年相談
員相互の情報交換を行い、青少年
の健全育成を図った。

B
引き続き青少年相談員相互の情
報交換を行い、青少年の健全育
成を図る。

生涯学習課

Ⅳ 1 119
子ども会ジュニアリー
ダー養成

子ども会リーダーとしての知識・技術を習
得する機会を提供する。

継続
前期初級研修会の参加者は36名、
後期初級研修会の参加者は14名で
あった。

前期初級研修会の参加者は29名、
後期初級研修会の参加者は17名で
あった。

B

独立した外部団体であることか
ら、平成23年度より子ども会主
催となり、生涯学習課は協力す
ることとなった。

生涯学習課

Ⅳ 1 120
子ども会育成連絡協議
会

子ども会相互の情報交換を行い、子ども会
活動の活性化を図る。

継続 理事会を11回開催した。 理事会を10回開催した。 B
独立した外部団体であることか
ら、平成23年度より、生涯学習
課は協力することとなった。

生涯学習課
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Ⅳ 1 121 学校体育施設開放事業

市における社会体育の振興、普及のために
学校の施設を学校教育に支障のない範囲で
一般市民の健全な余暇利用の場として開放
する。

継続 利用者　82団体　1,679名 利用者　93団体　1,650名 B

利用団体のマナーの悪さを指摘
されることがあるので、利用時
間の厳守など、節度ある利用を
心がけるよう指導する。

体育振興課

Ⅳ 1 122
富津市スポーツ少年団
事業

地域に根ざしたスポーツ活動を推進し、
もって郷土の未来を担う、青少年の心身の
健全なる育成を図る。

継続

市スポーツ少年団種目別交流大会
県スポーツ少年団母集団研修会事
業
甲州市富津市スポーツ少年団交流
事業

市スポーツ少年団種目別交流大会
県スポーツ少年団母集団研修会事
業
甲州市富津市スポーツ少年団交流
事業

B

少子高齢化に伴い、クラブ員が
減少し、クラブの存続が危ぶま
れている。
いかにしてスポーツの楽しさを
PRし、クラブに勧誘していくか
が今後の課題。

体育振興課

Ⅳ 1 123 地域活動団体の支援
活動場所の提供など、団体活動の活性化に
向けた必要な支援を行う。

継続

富津公民館
利用者数　68,054名
学級・講座　13講座　2,804名
サークル　38サークル
6,685名
その他の活動　58,565名
中央公民館
1,813件　29,834名
市民会館
1,532件　28,083名

富津公民館
利用者数　61,819名
学級・講座　13講座
2,847名
サークル　39サークル
6,696名
その他の活動　52,276名
中央公民館
1,801件　29,546名
市民会館
1,464件　27,156名

B

富津公民館
利用者と連携して事業内容や学
習手法等を検討し、誰もが参加
しやすい環境づくりを進める。
中央公民館
地域の各種団体と連携し、誰も
が参加しやすい環境作りが必要
である。
市民会館
東日本大震災により、活動場所
の提供に制約が伴い、件数及び
人数が減少した。今後の課題と
して、天羽行政センター等の移
転に伴い、地域活動団体への施
設提供に影響が考えられる

富津公民館
中央公民館
市民会館

設提供に影響が考えられる。

Ⅳ 1 124
「いいじゃないか！
ふっつ」推進員

推進員（愛称：イフ推進員）は地域の宣伝
役とパイプ役として、富津市社会福祉協議
会並びに各地区社会福祉協議会と連携しな
がら次世代育成を促進する。

拡大 推進員数　197名

推進員数　252名
民生児童委員、次世代育成支援行
動計画推進会議委員に委嘱し、計
画の定着化を図った。

A
引続き新規委員等に委嘱し、普
及を図る。

児童家庭課
社会福祉協議会
関係各課

Ⅳ 1 125
子どもに関する窓口の
円滑化の推進

乳児健診、乳児医療、保育所、子育て支
援、幼児教育、学校教育、学童保育、社会
教育、地域支援、各種の手当の支給など、
多種多様な市の窓口の一本化により、子ど
もに関する窓口の円滑化・効率化を推進す
る。

整備 未着手 未着手 D
庁内一体となり、議論していく
必要がある

児童家庭課

Ⅳ 2 126
不妊相談センター事業
（県事業）

千葉県君津健康福祉センターの不妊相談事
業を行う。

継続 相談件数　0件 相談件数　0件 B 継続して事業を行う。
君津健康福祉
センター

【平成22年度評価】･･･Ａ「内容と規模を拡大」、Ｂ「内容と規模を継続」、Ｃ「一部着手」、Ｄ「未着手」　　　　　　　　　 19/24
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Ⅳ 2 127
不妊治療費助成事業
（県事業）

千葉県特定不妊治療費助成事業を行う。 継続 助成申請数　23件 助成申請数　15件 B 継続して事業を行う。
君津健康福祉
センター

Ⅳ 3 128 企業誘致の推進
優良企業の誘致・集積を図り、地元雇用の
拡大、定住人口の増加に努める。

継続
進出企業　5社
（富津地区4社・大佐和地区1社）

進出企業　4社
A

富津地区工業用地については、
千葉県企業庁と連携のもと企業
誘致を推進し、平成22年度は4
社の進出が決定し380haのうち
94.7％に進出が決定した。今後
も、千葉県企業庁と連携し、主
に製造業を営む優良企業の誘致
を推進する。また、大手企業の
進出希望があった場合は積極的
な誘致を行うとともに、地元雇
用や社宅建設による定住化を依
頼する。

企画政策課

Ⅴ 1 129
土地区画整理事業（青
木土地区画整理組合施
行）

良好な住宅地の確保を図る。 事業終了 工事は完了している。

組合解散に向け、保留地の処分等
を行っている。
市は助成金を交付し、支援をし
た。

B
換地手続きを組合と処理中。平
成23年度も助成金交付。

街づくり課

Ⅴ 1 130 市営住宅管理
良好な住環境を確保するため、市営住宅管
理上で必要な修繕を行う。

継続 44件 39件 B

老朽化が著しいため、修繕には
多額の予算が必要となる。今後
は解体も視野に入れ検討してい
く。

建設課

Ⅴ 1 131
道路整備事業（街路を
含む）

良好な道路環境を確保するため、道路機能
の向上と歩行者や通行車両の利便性向上を
図る

継続

建設課
道路工事実施延長　Ｌ＝2,301ｍ
（内歩道整備含む　Ｌ＝275ｍ）
街づくり課
まちづくり交付金事業にて青堀駅
周辺地区の整備を実施した。

道路工事実施延長
Ｌ＝1317.15ｍ
（内歩道整備含むＬ＝544.15ｍ）
街づくり課
まちづくり交付金事業にて青堀駅
周辺地区の整備を実施し、完了し
た。

B

建設課
今後も、道路機能の向上と歩行
者や通行車両の利便性向上に向
け道路改良工事を実施する。今
後の課題は、実施計画策定が必
要である。
街づくり課
社会資本整備総合交付金を用い
て、新規の整備実施地区を検討
する。

建設課

Ⅴ 1 132 防犯灯新設事業

夜間における犯罪防止と通行の安全及び地
域環境の保全を図るために、防犯灯を設置
する。また、設置基準の設定を検討し、計
画的整備に努める。

継続
防犯灯255灯設置
（内29灯については、寄附）

防犯灯57灯設置
（内18灯については、寄附） B

平成22年度は、予算の関係上設
置数が減少してしまった。
今後の課題ついては、優先箇所
の調査を行い、より効果的な設
置箇所の選定が必要とされる。

管理課

【平成22年度評価】･･･Ａ「内容と規模を拡大」、Ｂ「内容と規模を継続」、Ｃ「一部着手」、Ｄ「未着手」　　　　　　　　　 20/24
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Ⅴ 2 133
幼児に対する交通安全
教育

視聴覚教材を用い、安全確認の励行を促
す。

継続
実施回数　69回
延参加名数　2,814名

実施回数　63回
延参加者数　2,883名

B
年間指導計画のもと交通安全教
育の継承を図る。

市民課

正しい歩行など交通ルールの基礎を実施す
る。

継続
実施回数　7回
延参加名数　398名

実施回数8回
延参加者数　450名

「自転車の安全な乗り方教室」を実施す
る。

継続
実施回数　4回
延参加名数　489名

実施回数8回
延参加者数　450名

Ⅴ 2 135 交通安全意識の浸透
「広報ふっつ」、「パトロールふっつ」、
回覧などで、全国交通安全運動への参加な
ど交通安全に関わる情報提供を行う。

継続
年間を通じて交通安全運動時に掲
載し、市民への周知・徹底を図り
情報提供を行った。

年間を通じて交通安全運動時に掲
載し、市民への周知・徹底を図り
情報提供を行った。

B 広く浸透を図る。 市民課

市民課1342Ⅴ
児童･生徒に対する交通
安全教育

B
年間指導計画のもと交通安全教
育の継承を図る。

Ⅴ 2 136
チャイルドシート啓発
活動

各交通関係者と連携し、乳児健診・予防接
種の会場でチャイルドシート利用の啓発活
動を行う。

継続
シートベルト着用月間及び各交通
安全運動時に啓発活動を実施し
た。（4回）

シートベルト着用月間及び各交通
安全運動時に啓発活動を実施し
た。（3回）

B
後部シートベルトの着用の推進
を図る。

市民課

Ⅴ 2 137
幼児交通安全クラブ
〈ペコちゃんクラブ〉

幼稚園・保育所（園）に通園する幼児・保
護者でクラブを結成し、幼児の交通安全教
育活動を行う。

継続
実施回数　69回
延参加名数　2,814名

実施回数　63回
延参加者数　2,883名

B
年間指導計画のもと交通安全教
育の継承を図る。

市民課

Ⅴ 2 138 交通安全協会
地域活動の中核として、市民の自主的な交
通安全活動を促進する。

継続

各交通安全運動時における啓発活
動及び街頭監視（市内主要箇所
10ヶ所）、各主要行事に協力し
た。

各交通安全運動時における啓発活
動及び街頭監視（市内主要箇所
10ヶ所）、各主要行事に協力し
た。

B 一層の活動を図る。 市民課

【平成22年度評価】･･･Ａ「内容と規模を拡大」、Ｂ「内容と規模を継続」、Ｃ「一部着手」、Ｄ「未着手」　　　　　　　　　 21/24



富津市次世代育成支援行動計画平成22年度進捗状況調査結果一覧表

基
本
目
標

主
要
施
策

事
業
番
号

推
進
事
業

事
業
内
容

平
成
 
年
度
目
標

平
成
 
年
度
実
績

平
成
 
年
度
実
績

平
成
 
年
度
評
価

平
成
 
年
度
の
課
題

及
び
今
後
の
方
向
性

担
当
部
署

関
係
機
関

26 21 22 22 22

Ⅴ 2 139 交通安全母の会
家庭における交通安全教育を促進するた
め、啓発活動を実施する。

継続
運動時に各交通安全関係者と共に
啓発活動を図り、交通安全の推進
を図った。

運動時期に活動するとともに交通
安全キャラバン隊メッセージ伝達
式開催に貢献した。

B 一層の活動を図る。 市民課

Ⅴ 2 140 生活ゾーン規制
特に通園通学路、学校周辺などの交通規制
の徹底を図る。

継続
PTA等からの信号機設置要望に基
づき、道路改良終了後に設置を検
討する。

PTA等からの信号機設置要望に基
づき、道路改良終了後に設置を検
討を行った。
青堀駅付近の坂下交差点が改良に
なり、道路両側に歩道が設置され
た。

B 継続して事業を行う。 富津警察署

Ⅴ 2 141
共同現地診断による交
通事故対策

事故多発地点において関係機関との共同の
現地診断（調査）を実施し、道路交通環境
の整備改善を図る。

継続
平成21年度事故多発地点（大堀中
央交差点）協議を重ね改良策を検
討し、改善を図った。

平成22年度事故多発地点（大堀汐
入橋）協議を重ね改良策を検討
し、改善を図った。

B
関係者協議の上、交通事故の減
少を図る。

市民課

Ⅴ 2 142
交通遺児等手当
(Ⅱ-7-84　再掲)

中学生以下の交通遺児に対して手当を支給
する。

継続 受給者無し 受給者無し B
年1回の調査を実施しているが、
今後情報収集に努めたい。

市民課

Ⅴ 2 143
参加･体験･実践型の防
犯学習会の開催

保育所（園）や小学校での防犯指導・講話
を行う。

継続
保育園等の要望、要請や当署から
の依頼等により実施。
防犯講話実施　50回

前年度同様に実施している。小学
校等の要望、要請や当署からの依
頼等により実施。
防犯講和　計72回

B
引き続き、防犯教室、講和を実
施していく。

富津警察署

Ⅴ 2 144 防犯意識の向上
広報誌「パトロールふっつ」の発行や、犯
罪発生マップの発行を通じて、防犯意識の
向上を図る。

継続
＊「パトロールふっつ」年4回発行
＊「犯罪発生マップ」年12回発行

＊「パトロールふっつ」年4回発行
＊「犯罪発生マップ」年12回発行

B 一層の周知を図る。 市民課

Ⅴ 2 145 街頭パトロール
地区で結成された防犯パトロール隊と、関
係機関が連携し、街頭パトロールを行う。

継続
＊年末年始特別警戒出動式参加
＊合同パトロール2回出席

＊年末年始特別警戒出動式参加
＊合同パトロール2回出席

B 一層の活動を図る。 富津警察署

【平成22年度評価】･･･Ａ「内容と規模を拡大」、Ｂ「内容と規模を継続」、Ｃ「一部着手」、Ｄ「未着手」　　　　　　　　　 22/24
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Ⅴ 2 146 子ども110番の家
地域の方にご協力いただき、児童の登下校
時の緊急避難場所として設置する

継続
市内604軒について依頼してい
る。

市内605軒について依頼してい
る。

B

新規に依頼できる家庭・事業所
等については依頼をする。
看板の老朽化したものについて
は、随時更新する。

学校教育課

Ⅴ 2 147
富津市ファミリーネッ
トワーク活動

事件･事故のない安全な生活環境を確保
し、安心して暮らせる地域社会実現のた
め、富津警察署と社会福祉協議会、市内3
地区区長会、㈱ファインズが覚書を締結
し、子どもや高齢者に対する犯罪の被害防
止と対策、交通事故防止を呼びかけるイベ
ント開催などの「房総ファミリア新聞」へ
の掲載、交通安全教室の実施を行う。

継続

各機関等と協力し、子どもや高齢
者に対する犯罪被害防止と対策や
交通事故防止対策等を取り組ん
だ。
交通安全教室　約78回実施

各機関等と協力し、子どもや高齢
者に対する犯罪防止対策等に取り
組んだ。
交通安全教室　3回実施

B
引き続き犯罪被害防止と対策、
交通事故防止対策等に取り組
む。

富津警察署

Ⅴ 2 148 暴走族対策
警察による取締り強化や再発防止の指導の
ほか、暴走族追放に関する広報を行う。

継続

平成20年以降、暴走族の実態把握
に基づき、解体・壊滅したことか
ら、現在まで集団暴走グループの
把握は無い。

平成20年以降、暴走族の実態把握
に基づき、解体・壊滅したことか
ら現在まで集団暴走グループの把
握はない。単独の爆音走行による
迷惑車両の把握と取締りに取り組
みに努めている。

B
引き続き実態把握と取締りに努
める。

市民課
富津警察署

Ⅴ 2 149
幼児・児童・生徒への
不審者対策

保育所（園）・幼稚園・学校では引き続き
注意を払うとともに、警察や地域との連携
を強化する。また、イフ推進員による小中
学校の登下校時の見守りや、広報無線での
呼びかけにより、子ども達が安全に帰宅で
き

継続
夕方の広報無線で意識づけを行っ
た。

広報無線での取り組み、要保護児
童対策地域協議会を通しての警察
との連携強化を図った。

B 継続して事業を行う。 児童家庭課

きる環境を作る。

Ⅴ 3 150
男女共同参画関連施策
の推進

市男女共同参画計画に基づく各種施策を推
進する。

継続

市民の男女共同参画に対する理解
を促すため、身近なテーマでのセ
ミナーを行った
10/20地域活動74名・11/15防
災109名

男女共同参画への理解を深めるた
め、広報紙「光風」の発行及び市
広報紙への継続的な掲載に努め
た。
男女共同参画推進施策の進捗状況
について、男女共同参画審議会に
報告し、今後地域の現状に即した
啓発が行えるよう意見を聴いた。

B
効果的な啓発の手法を検討し、
よりきめ細かな啓発を行う。

企画政策課

Ⅴ 3 151 両立支援制度の普及
広報等を通じて、市民に育児休業をはじめ
とする両立支援に関する各種制度の普及を
図る。

実施 未着手 未着手 D
ホームページを活用し、広報活
動を行っていく。

児童家庭課

Ⅴ 3 152
行政組織内の両立支援
制度の普及

小学校就学前の子どものいる職員に対する
超過勤務の縮減、男女共に育児休業を取得
しやすい環境の整備などを進める。

継続 育児休暇職員数　7名

育児休暇職員数　9名
短時間勤務職員数　1名
その他取り組み事項
部分休業　1名（育児短時間勤務か
らの切り替え）

B
行政管理課と協同し、環境整備
を進めていく。

児童家庭課

【平成22年度評価】･･･Ａ「内容と規模を拡大」、Ｂ「内容と規模を継続」、Ｃ「一部着手」、Ｄ「未着手」　　　　　　　　　 23/24
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Ⅴ 3 153 子育て情報誌の制作

子育て家庭のライフサイクルに応じた情報
と、子育てを支援する市民に必要な情報を
網羅した、子育てに関する総合情報誌を制
作する。また、ホームページを利用した子
育てに関する情報提供を充実させる。

実施
情報誌については、未着手である
が、最新の情報をホームページに
更新している。

福祉・国保・介護ガイドブックの
改訂に伴い掲載ページの一新を
図った。ホームページ上の情報に
ついても全ての内容を見直し、分
かりやすいものへ改訂した。

C
子育て家庭へわかりやすい情報
の発信方法を検討していく。

児童家庭課

Ⅴ 4 154 母子自立支援員事業
母子家庭等への指導・支援や母子寡婦福祉
資金の相談を受けるため、市の担当窓口に
週2日、配置する。

継続
週2回相談員を配置
相談件数　100件

週2回相談員を配置
相談件数　95件

B
DV相談が増加傾向にあり、相談
員の勤務日数等検討していく必
要がある。

児童家庭課

Ⅴ 4 155
保育所入所に際しての
優先的入所

単独世帯の母子家庭については、優先的に
保育所入所の承諾を行う。また、課税状況
により保育料の減免措置の活用を図る。

継続 減免対象者　21名
母子単独世帯保育料免除世帯
31世帯

B
所得状況に応じて、引き続き適
切な処理を行っていく。

児童家庭課

Ⅴ 4 156
ひとり親家庭等医療費
の助成
（Ⅱ-7-81 再掲）

母子家庭・父子家庭の母（父）及び子ども
に対して医療費の一部を助成する。

継続 受給者数　195名 受給者数　379名 A
広報などにより利用の促進を図
る。

児童家庭課

Ⅴ 4 157
母子・寡婦福祉資金貸
付
(Ⅱ-7-82　再掲)

母子家庭・寡婦の福祉向上のための資金を
貸付ける。

継続
児童家庭課
相談件数　9件
貸付件数　3件

児童家庭課
相談件数　5件
貸付件数　1件

B
母子自立支援員を配置し、適切
な助言等を行い、事業を継続し
ていく。

児童家庭課

Ⅴ 4 158
「母子家庭及び寡婦自
立促進計画」の策定

母子家庭及び寡婦の自立支援計画を計画的
に行うための基本計画を策定する。

策定 未着手 未着手 D
県の基本計画に準ずるものとす
る。

児童家庭課

【平成22年度評価】･･･Ａ「内容と規模を拡大」、Ｂ「内容と規模を継続」、Ｃ「一部着手」、Ｄ「未着手」　　　　　　　　　 24/24


